[image: image1.png]


　星野公平ニュース

Ｎｏ．１７５　　２０１２年　１２　月　１３　日

発行　　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
自宅　　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
発行所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室

新市長誕生　期待とチェック
１２月２日の市長選挙の結果、市民の皆さんの選択により、長年続いた水谷市政をストップさせ、新しい市長が誕生しました。
昨年の今頃は、何度も続いた職員の不祥事で、水谷元市長へのリコールが始まった時でした。水谷市政では、元氏の先代・先々代からコネや側近の一部の利権者が幅を利かせ、桑名市政を食い物にしてきました。やっとこの体質から抜け出せる事ができると思います。
新市長には、公約にあるように、「情報公開を進めて」ガラス張りの市政と、「住民全員参加型」の市政運営を求めたいと思います。（期待）
何を公開するのか、真っ先に幹部会議の公開と情報公開における意志形成過程の公開です。住民参加のさせ方と議会の位置付けはどうなるのでしょうか。
喫緊の課題と言われている新病院建設については、平成２７年４月開院と水谷元市長と同じ事を言っていますが、「はやかろう、安かろう」ではなく、もう一度市民の声を聞いて、見直しを求めていきたいと思います。ハード面ではなく中身の充実が大切です。三重大一辺倒では良い病院は作れません。
最大の危惧は、ムダをなくすと言う名目での行革の推進です。民にできる事は民にと人員の削減、公共サービスの低下、公共施設の有料化促進、そして公共料金（上下水道料金）の値上げです。（チェック）
日本共産党の社会保障政策と財源　　　　　　　　　　
ｐ民主・自民・公明は、解散前のどさくさのなかで、年金支給の削減法を強行しました。さらに、今後、３党が密室談合で決めた「社会保障制度改革推進法」にもとづき、医療費の窓口負担増、国保税の値上げ、介護保険のサービス取り上げと利用料の引き上げ、保育制度の改悪、生活保護の門前払いや強権的な打ち切りなど、あらゆる世代に激烈な“痛み”を押しつける「改革」を行っていくことを宣言しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ日本共産党は、まず壊された社会保障を再生し、つづいて「先進水準の社会保障」への充実をめざして、つぎの政策を実行します。         　　　　（右へ）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）
●年金削減政策を中止し、段階的に充実をはかります……年金削減の仕組みを撤廃し、年金額が減らない信頼できる制度にします。無年金・低年金の解決に足を踏み出します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●医療費の窓口負担を引き下げ、医療崩壊を立て直します……窓口負担は、当面、子どもの医療費を国の制度として無料にする、現役世代は２割に引き下げ、高齢者は１割にすえおきます。国保料（税）の軽減、診療報酬の引き上げと医師・看護師の増員をすすめます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●本人も家族も安心して利用できる介護制度をつくります……特別養護老人ホームを増設し、待機者をゼロにします。低所得者の利用料を無料にします。国の制度として保険料の減免制度をつくります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●保育所の待機児童をゼロにします……保育への公的責任を投げ捨てる「子ども子育て新システム」を中止し、公的保育制度を守ります。認可保育所を計画的に整備し、保育所の待機児童をゼロにします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●雇用保険を拡充し、失業者への生活援助と再就職支援を強化します……失業給付期間を、当面、現在の９０～３３０日から１８０～５４０日程度まで延長します。生活が困窮している失業者への生活扶助制度を強化・確立します。職業訓練と再就職支援を強化します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●障害者の暮らしと権利を守る新法を制定します……福祉・医療の「応益負担」を撤廃し、障害者福祉・医療は無料にします。自立支援法の実質的な延命を許さず、新しい総合福祉法を実現します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●生活保護の排除と切り捨てをやめ、生存権を保障します……門前払いや強権的な打ち切りなど排除と切り捨てをやめ、生活保護を必要とするすべての人に受給権を保障します。保護費の切り下げに反対します。児童扶養手当の削減をやめさせ、子どもの貧困対策を強化します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
つぎの段階で「先進水準の社会保障」への抜本的拡充をはかります。財源を確保しながら、最低保障年金の創設、医療費の窓口負担の無料化、介護の利用料を無料にするなど、ヨーロッパの多くの諸国で当たり前になっている水準の社会保障への抜本的拡充を行います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

税・財政の改革と経済の民主的改革の二本柱で、財源を確保し、財政を立て直します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏へ）
（１）“応能負担”に立った税制改革――富裕層・大企業に応分の負担を　　　　　　　　　　　
●富裕層優遇の不公平をただします　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●大企業への優遇税制をあらためます　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●累進課税を強化する所得税の税制改革を行います　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）国民の所得を増やす経済改革をすすめます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大企業がためこんだ２６０兆円もの内部留保を、賃上げや中小企業への適正な単価で国民経済に還流させ、国民の所得を増やして経済を健全な成長の軌道にのせる民主的経済改革をすすめます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国民の所得が回復すれば税収も増え、財政にも好影響になります。名目で２～３％程度の経済成長が達成できれば、１０年後には２０兆円程度の自然増収が可能になります。税・財政の民主的改革で、１８兆～２０兆円の財源が確保できますから、あわせて４０兆円程度の新たな財源が生まれます。この財源によって、消費税に頼らなくても、社会保障を充実し、財政危機を打開する道が開かれます。
独言　一般紙の夕刊がおもしろい
最近は、朝刊だけ取っている家庭が増えているようだが、朝日新聞の夕刊はおもしろく、少し紹介したい。中日新聞の夕刊にも時々元桑名通信局の境田女史が生活関連（芸能も含め）の記事を書いているので楽しみである。
朝日新聞の夕刊のニッポン人・脈・記の特集は、多くの著名人が登場してくる。（いろんな意味で参考になり、次への興味が湧いてくる。）かつては、ハンセン病の特集もあった。１２月５日(水)の「民主主義　ここから　⑩だれかが犠牲　もういい」にはハットさせられた。
「福島が沖縄を思い起こさせた」と「安保と原発」を出版した政治学者の石田雄東大名誉教授（８９歳）は語る。
　「安保と原発は、ともに『中央が周辺を犠牲にして国策を強行する』という形の発展に根ざしてきた」。そう指摘する石田名誉教授は、双方の根底にある発展の型を作り替えて、地域が自立的な発展を生み出せるよう、構想を練って実現を目指すべきだと語る。
石田名誉教授は９月に、｢主権者による国会占拠（オキュパイ・ダイエット）の提言｣という副題をつけた論文を発表した。「主権者は選挙の時だけ主権者だが、選挙と選挙の間は奴隷だとも言われる。だが議員は選挙民が要求すれば、人々の前に出てきて説明する責任がある。」と言っている。
３月より始まった官邸前抗議（毎週金曜の夜、首相官邸前は「脱原発」を訴えて抗議する人々で埋まる。）を「有効活用」し、できるだけ多くの議員をその場に呼び寄せ、原発について対話をする。議員に影響を与え、国会を「心理的に占拠」しようという提案です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「私たち市民にできるのは、政治学者の丸山真男がいった『永久革命としての民主主義』を推し進め、権力を持った者たちを不断に問い続けることしかない」と訴える。
なお、この項の前文では高橋哲哉東大教授（５６歳）が、「今後、日本が脱原発の方向に世論を高めていって実現すれば、それも１つの『市民革命』と呼べるかもしれない。私たちにもそのチャンスはまだ残されている」と言っています。
朝日新聞が、他社に先駆けて、土曜日の夕刊を廃止したのは残念である。
ドキュメント「長良川ド根性」赤須賀の漁師と公共
今年１月に東海テレビで放送された「長良川ド根性」の劇場版が名古屋の今池にある「シネマテーク」で上映されました（１２月１４日まで。桑名では、はまぐりプラザで１１月２３日２回上映）。初日の２４日は、朝一番１０時４０分からの上映でしたが３０分前には既に２０名ほどが行列、ほぼ満席（定員４０名ほど）でした。上映後、プロデューサー・共同監督の阿武野勝彦さん、監督の片本武志さん、水道橋博士さんのトークがありました。
　片本さんにはこの作品が初めてのドキュメンタリー番組制作。ほぼ一年にわたり流域の漁師をはじめ反対運動をした人たち、水資源機構や国交省など様々な関係者１００人近くを取材したとのこと。私たち市民学習会の毎月の会議や学習会も、撮影の田中さん、音声の小原さんと一緒にずっと取材をされました。当初河口堰を総括する番組制作の予定だったのが、途中で赤須賀漁協の秋田組合長を柱にすることになったのは、愛知県の河口堰検証委員会での秋田さんの証言にスタッフが胸が震えるような感動を覚えたからだったといいます。証言を終えた秋田さんが震える手でマイクを置き足早に会場を後にする姿も撮影されています。劇場版ではテレビ番組にはなかった秋田組合長へのインタビューが入ることで、秋田さんが委員会で語られた言葉の真意は何か、赤須賀の漁業を守りぬいて孫の世代，ひ孫の世代まで残したいという深い想いはどこから生まれてきたのかを私たちは前よりも理解できるようになりました。このインタビューに応じてもらうため、片本さんたちはその後何度も赤須賀に通ったとのこと。河口から３０キロ辺りの長良川で６０年間漁をしてきた大橋兄弟が、一尾もかからないサツキマスを待って、来る日も来る日も網を流している姿も描かれています。初期からの河口堰反対運動や建設当時の貴重な映像も入り、河口堰建設とは何であったのか、公益とは何なのかを漁師の視点から問いかける優れたドキュメンタリー作品です。
　　　　　　　　　(2012/11/24、長良川市民学習会事務局ブログより）
前衛（日本共産党理論政治誌）２０１３年１月号　から
「兵士の体験の継承と歴史認識」を特集。宮城道良さん（「不戦兵士・市民の会」東海支部事務局長）が、“加害と被害の重層性”をどう教えるか―日中戦争・沖縄戦の最前線兵士の「戦場体験証言」を生徒たちと学ぶ―を書かれています。

戦場証言をこれからどのように伝えていくのか。桑名市在住の語りべ「近藤一さん」の事が詳しく紹介されています。是非一読お薦めします。
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